
令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6221

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 24,853 24,816 24,699

人 - 24,853 - 24,816 - 24,699 -

人 3,500 590 2,500 301 650 165 400 400 400 400 2,500 2,500

千円 8.0 4.8 6.7 4.5 4.5 4.5 4.5

千円 2.4 3.1 5.0 2.3 2.3 2.3 2.3

千円 3,302 500 279 883 883 883 883

千円 1,420 944 820 900 900 900 900

千円 4,722 1,444 1,099 1,783 1,783 1,783 1,783

千円 3,301 499 278 883 883 883 883

千円

千円

千円

千円 1,421 945 821 900 900 900 900

千円 4,722 1,444 1,099 1,783 1,783 1,783 1,783

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 改善 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

4

3

4

4

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、放射性物質が身体に与える影響に対する不安を解消するため、小中学
生のうち希望者を対象に個人積算線量の測定を行う事業である。
　令和４年度は、個人積算線量測定を実施した人数が全体の0.7%であり、前年度から
0.5ポイント減少している。
　令和４年度の実績から、当該事業の目的である保護者の不安解消は図られ、一定の
成果を果たしたとみてとれることから当該事業を令和５年度で完了とする。
　なお、当該事業完了に係る周知を行うとともに、未だ不安を抱えている保護者から
の問合せ等に対しては、保健所総務課で実施している電子式積算線量計の貸出を案内
すること等により丁寧な対応に努める必要がある。

(1) 具体的なカイゼン策
・（汚染状況重点調査地域の指定解除時期が未定であること、それに伴いアドバイザー
委嘱の継続も未定であることから、）放射線関連事業を実施している関係所属と調整を
行い、市の方針に従いながら事業完了の方向性を見据えていく。
・財源となる県補助の方向性について、県と引き続き連携を図る。
(2) カイゼンの明確な時期
・地域指定解除、アドバイザー委嘱の方向性が令和４年度中に示される見込みであるこ
とから、同年度中に実施の方向性を見据える。
(3) カイゼンのために必要な事項・関係する所属
・放射線関連事業を実施している関係所属（原子力災害総合対策課、保健所総務課）と
の調整。

代替事業（無）

○
ニーズ（大）

完了

学校管理課

個人積算線量測定事業実施人数

指標名

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

手段 意図（目的）

個人積算線量の測定を行う
・保護者や児童生徒への正確な積算線量の情報提供
・保護者の不安解消

これまでの事業の成果により、保護者の不安が概ね解消されている。

個人積算線量測定事業案内者数

郡山市立小・中学校、郡山市内の各種学校、市内居住者で市外の小中学校に通う児童生徒

個人積算線量測定事業

住民意向分析

測定希望者が減少傾向にあり、保護者の不安が解消されてきている。

教育委員会事務局学校教育部

まちづくり基本指針

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

政策体系

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

○

指標名

東京電力福島第一原子力発電所の事故により、屋外活動を制限している。

一般財源等

人件費

受益者負担金（使用料、負担金等）

まちづくり基本指針三次実施計画

市債

国・県支出金

成果指標③

成果指標②

成果指標①

成果指標分析結果

５　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

ニーズ（小）

ニーズ（小）

　測定事業案内者数に対する実施人数の割合は年々減少しており、令和４年度はさらに減少しているこ
とから、測定を重ねることにより保護者の放射性被ばくに対する不安が解消されてきていると考えられ
る。
※成果指標である実施人数については、年間の測定回数を継続して実施した人数としている。（平成30
年度から令和２年度までは年間３回実施していたが、令和３年度からは年間１回のみ実施している。）

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

完了

代替事業（有） 　各種除染作業の完了等により子どもたちが外部から受ける放射線の影響
が低減しており、令和４年度末で汚染状況重点調査地域の指定についても
解除されている。
　また、本事業における成果指標は減少傾向にあり、令和４年度はさらに
減少していることから、保護者の不安が解消されてきていると考えられ
る。
　このことから、本事業についてはこれまで事業を実施してきたことで、
一定の成果を果たせたと考えられるため、事業終了に係る周知を行った上
で、令和５年度をもって事業完了としたい。

代替事業（有）

一次評価コメント

　案内者数は、郡山市立学校、郡山市内の各種小中学校、市内居住者で市外の小中学校に通う児童生徒の
人数となっているが、児童生徒数の減少に伴い案内者数も減少している。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

総事業費（事業費・人件費）分析結果

歳入計

対象指標

二次評価コメント

【事業費】

　成果指標が減少したことに伴い、コストも減少してい
る。

【人件費】

令和３年度においては本事業の完了時期を見据えるために
関係所属間で打合せ等を実施していたが、令和４年度時点
では一定の方向性が見えていたことから、人件費が減少し
ている。

ニーズ（大）

その他

活動指標③

活動指標②

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

これまでの事業の成果により、保護者の不安が概ね解消されている。

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

ー
大綱（取組）

まちづくり基本指針四次実施計画

基盤的取組：行政経営効率化　等
3.9

単位

活動指標①

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）個人積算線量測定事業実施人数1人当たりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 個人積算線量測定事業実施人数1人当たりのコスト

事業費

まちづくり基本指針五次実施計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6304

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

施設 57 56 55

％ 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

回 180 165 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

千円 2,452 2,357 1,669 1,971 1,971 1,971 1,971

千円 35 40 33 41 41 41 41

千円 137,783 129,768 89,980 106,171 106,171 106,171 106,171

千円 1,988 2,250 1,799 2,250 2,250 2,250 2,250

千円 139,771 132,018 91,779 108,421 108,421 108,421 108,421

千円 137,783 129,768 89,980 106,171 106,171 106,171 106,171

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 1,988 2,250 1,799 2,250 2,250 2,250 2,250

千円 139,771 132,018 91,779 108,421 108,421 108,421 108,421

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 改善 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

4

4

4

4

総事業費（事業費・人件費）分析結果

給食実施日には検査が実施されており、基準値を超えた給食の提供はなかった。

(1) 具体的なカイゼン策
①調理前の食材検査は行わず、喫食前の給食まるごと１食の検査のみを行う。
②(汚染状況重点調査地域の指定解除時期が未定であることから）同様の事業を
実施している関係所属と調整を行い、市の方針に従いながら事業完了の方向性を
見据えていく。
(2) カイゼンの明確な時期
①令和４年４月から実施
②地域指定解除の方向性が令和４年度中に示される見込みであることから、同年
度中に事業の方向性を見据える。
(3) カイゼンのために必要な事項・関係する所属
①食材検査を行わないことについて各学校に周知を図る。
②同様の事業を実施している所属（障がい福祉課、保育課）との調整

ニーズ（小）

ニーズ（小）

完了

完了

代替事業（有）

代替事業（有）

　市内の小・中学校における全ての学校給食において喫食前の放射性物質検査を
実施したが、基準値（10ベクレル/kg）を超えるものはなかった。
　全給食で検査を実施し、基準値を超える値は直近４年間全く検出されていない
ことや、令和４年度末で汚染状況重点調査地域の指定が解除されていることから
も、児童生徒の内部被ばく防止や保護者の不安解消については、一定の成果を果
たせたと考えられるため、事業終了に係る周知を行った上で、令和５年度をもっ
て事業完了としたい。

大綱（取組）

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

事業開始時周辺環境（背景）

指標名

基盤的取組：行政経営効率化　等
3.9

東京電力福島第一原子力発電所の事故により食の安全が脅かされている。

単位

これまでの事業の成果により、児童生徒の内部被ばく防止及び保護者の不安がおおむね
解消されている。

まちづくり基本指針六次実施計画

対象施設数

検査実施割合

現状周辺環境

－

活動指標分析結果

一般財源等

歳入計

代替事業（無）

喫食前の給食まるごと１食検査が計画通りに実施されている。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

３　効率性

２　公平性

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

４　活動指標
（活動達成度）

二次評価コメント

１　規模・方法の妥当性

基準値を超えた給食を提供した回数

指標名

事業費

検査実施回数（給食まるごと）

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

人件費

その他

対象施設数１施設あたりのコスト

歳出計（総事業費）

単位コスト（所要一般財源から算出）

国・県支出金

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

政策体系

対象施設数１施設あたりのコスト

小中学校給食放射性物質測定事業

住民意向分析

児童生徒の内部被ばく防止及び保護者の不安が解消されてきている。

教育委員会事務局学校教育部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

学校管理課

今後周辺環境（予測）

手段 意図（目的）

自校給食等学校53校及び各給食センターに整備した放射線測定器で給食の事前検査を行う 児童生徒の内部被ばく防止及び保護者等の不安解消を図る

2024年度（令和６年度）

これまでの事業の成果により、児童生徒の内部被ばく防止及び保護者の
不安がおおむね解消されている。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

単位コスト（総コストから算出）

まちづくり基本指針五次実施計画

○

【人件費】
　調理前食材の検査を廃止したことにより事務従事時間が減少
し人件費が減少した。

一次評価コメント

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

2023年度（令和５年度）

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

【事業費】
　段階的な縮小として、調理前食材の検査を廃止したため、消
耗品費や委託料が減額した。

成果指標分析結果

　当該事業は、放射性物質による内部被ばく防止及び保護者の不安解消を目的に
給食の放射性物質を測定する事業である。
　令和４年度は、喫食前の全ての給食を検査し、基準値を超過した給食はなかっ
た。
　平成24年７月以降の給食まるごと１食の検査は全て「不検出」であり、給食の
安全性は確保できているものと推察できる。よって、当該事業の目的は一定程度
達成されたことから、令和５年度をもって当該事業を完了とする。
　なお、保護者へ当該事業完了に係る周知を丁寧に行い理解を得ることが必要で
ある。

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6586

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

校 7 8

校 10 7 10 8 12 6 11 13 14 14

人 10 7 10 8 12 6 11 13 14 14

回 1,300 1,140 1,800 1,379 2,160 1,096 1,980 2,340 2,520 2,520 1,800 2,520

％ 10 5.8 10 9 9 9 9

千円 18 13.9 11.0 14.4 13.9 13.7 13.7

千円 18 13.9 11.0 14.4 13.9 13.7 13.7

千円 132 241 186 442 490 514 514

千円 19,894 18,958 11,914 28,000 32,000 34,000 34,000

千円 20,026 19,199 12,100 28,442 32,490 34,514 34,514

千円 0

千円 0

千円 0

千円 0

千円 20,026 19,199 12,100 28,442 32,490 34,514 34,514

千円 20,026 19,199 12,100 28,442 32,490 34,514 34,514

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

3

3

市費栄養士

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

給食指導回数

指標名

単位コスト（総コストから算出）

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

大綱（取組）

指標名
2023年度（令和５年度）

自校給食実施校の数に対し配置されている栄養士の数が不足しており、県費栄養職員の
配置も減少することが予想され、さらに、新たな栄養士雇用も厳しい現況である。この
ような状況の中、今後、学校給食調理業務委託を進めていくためには、さらなる栄養士
の補充が必須である。

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

2020年度（令和２年度）

県費栄養士未配置の委託調理校

単位

市費栄養士担当自校調理業務委託校

給食指導１回あたりのコスト

給食残食率（市費栄養士配置校）

あんしん給食・食育推進元気アップ事業

住民意向分析

栄養士の適正配置は、栄養管理、食物アレルギー対応、衛生管理等、安全安心な学校給
食の提供及び児童生徒に対する適切な食育の推進には不可欠であり、保護者の関心も高
くなってきている。

教育委員会事務局学校教育部

手段 意図（目的）

市費栄養士を、委託調理校のうち県費栄養職員未配置校に配置し食育推進を図り、さらに、直営調理校
等の食育業務を支援する。

　セーフコミュニティにおけるセーフスクールとして、市費栄養士が、食物アレルギー対応、栄養管理、衛生管理等を行い、
安全・安心な学校給食を提供します。また、子どもが望ましい食習慣や食に関する適切な知識を身につけ、生涯にわたり健康
な心身を培うため食育指導を行い、児童・生徒の食育の推進を図る。

2024年度（令和６年度）

県費栄養職員については、委託調理校33校のうち27校に各校１名配置し
ており、配置されない６校に市費栄養士６名を配置している。直営調理
校については、栄養職員の業務を調理員や教職員が兼ねるとともに市費
栄養士が支援している。

学校管理課

政策体系

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

2.1
12.3

－

平成27年度をもって、調理業務民間委託への県費栄養職員の配置が終了
し、国の基準上、今後配置数は基本的には増えないことから、平成28年度
以降、民間委託校が増加していく今後も、市費栄養士の適正配置等によ
り、安全安心な学校給食の提供を継続していかなければいけない環境にあ
る。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

委託調理校33校のうち27校に、県費栄養職員の配置を踏まえ、配置されない６校に市費栄養士６名を配置
した。

代替事業（有）

　食物アレルギー対応の児童・生徒の増加に伴い、栄養士に対する相談件数も増
加している。更に、児童生徒数の減少により法律上の栄養職員配置基準に基づく
県費栄養職員の配置も減少するため、市費による栄養士の補充は学校給食調理業
務委託を推進するうえで不可欠である。今後も安全安心な学校給食の提供及び食
育の推進を図るため事業継続して実施する。

歳入計

【事業費】
　県費栄養士配置の加配があり、市費栄養士の配置校が減
少したため、栄養士の保菌検査の委託料や学校管理課配置
の正規職員（栄養士）が調理指導管理等の巡回が減り、旅
費も減額となった。

活動指標分析結果

一次評価コメント

総事業費（事業費・人件費）分析結果

県費栄養士配置の加配があり、計画よりも市費栄養士の配置校が減少したため、給食指導回数も計画よ
り減少したが、安全安心な学校給食を提供し、適正な食育指導が行われた。

【人件費】
県費栄養士配置の加配があり、市費栄養士の配置数が減少
し、又、学校管理課配置の正規職員（栄養士）が委託調理
校のうち県費栄養職員の未配置校での調理指導管理等の巡
回が減ったため、人件費は減少した。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

２　公平性

○

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

○

継続

継続

代替事業（有）

１　規模・方法の妥当性

３　効率性

　当該事業は、給食の委託調理校のうち県から栄養職員が配置されない小学校へ栄養士
を配置し、安全・安心な学校給食の提供及び児童の食育を推進する事業である。
　令和４年度は、計画より多く県から栄養士の配置があったため、市費の業務委託校数
及び栄養士の配置人数が前年度と比較して減少した。人員が減少となったことから給食
指導回数も計画より減少したが、配置された６校に対して適正な給食指導を行った。
　給食の献立については、栄養士が協議のうえ６校分の食物アレルギー対応、栄養管
理、衛生管理等を考慮した献立を作成し、各校の栄養士が当該献立を基本に献立をアレ
ンジする方法で安全・安心な給食を提供している。
　学校給食を通して児童生徒が自らの食に関心を持ち、望ましい食習慣を身に着け、生
涯にわたり健康な心身を培う食育を推進するため、今後も継続して事業を実施する。

単位コスト（所要一般財源から算出）

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

人件費

国・県支出金

一般財源等

給食指導１回あたりのコスト

市債

事業費

歳出計（総事業費）

二次評価コメント

代替事業（無）

成果指標分析結果

ニーズ（大）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10061

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

校 76 76

回 6 4 6 4 6 6 6 6

人 100 78 100 78 100 100 100 100

点 54 53 54 52.8 54 54 54 54 54

点 46 45 46 43.4 46 46 46 46 46

千円 155 153 155 155 155 155

千円 155 153 155 155 155 155

千円 6,626 6,593 7,369 7,369 7,369 7,369

千円 5,137 5,041 5,137 5,137 5,137 5,137

千円 0 11,763 11,634 12,506 0 12,506 0 12,506 12,506

千円

千円

千円

千円

千円 0 11,763 11,634 12,506 0 12,506 0 12,506 12,506

千円 0 11,763 11,634 12,506 0 12,506 0 12,506 12,506

実計区分 評価結果 新規 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

3

4

指標名指標名

民間施設指導者派遣者数

○

小中学校１校当たりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

成果指標③

成果指標②

成果指標①

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

小学校５年生の体力運動能力調査結果

一般財源等

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

歳入計

市債

その他

１　規模・方法の妥当性

ニーズ（小）

ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、小学３年生から中学３年生までの児童生徒を対象にした体力・運動能力等テストや民
間施設指導者派遣を実施し、小中学生の体力向上を推進する事業である。
　令和４年度は、研修会及び民間施設指導者派遣を前年度と同等の水準で実施した。研修会では、部
活動スキルアップ研修、体育主任研修会等を実施し、特に体育主任研修会では、体力運動能力調査結
果に基づき分析した内容を冊子にまとめ、研修会で活用するなど情報共有と体育主任の指導育成に努
めた。民間施設指導者派遣では、スイミングスクールやダンススクール等の講師によるこどもの発達
段階に合わせた専門性の高い指導を行っており好評である。一方、体力運動能力調査結果について
は、全国平均を下回っており、また、郡山市の実績としても近年になく低い数値となっている。
　新型コロナの影響により肥満率の増加も懸念されており、児童生徒の体力向上及び体づくりの推進
は将来にわたり健康にも影響があることから、今後も継続して事業を実施する。
　なお、児童生徒の体づくりの基礎となる生活習慣の見直しについては、家庭等との連携が必要であ
ることから、関係機関と情報共有し効果的、効率的な活動を検討する必要がある。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

【事業費】 各事業で必要な経費となる額である。　コロナ禍だけでなく、肥満率も大人子どもに関わらず、全国的に高い。いろいろな背景より、全国体
力・運動能力テストでは、近年では一番低い値となっている。民間エキスパート事業は多くの学校から
高い評価を得ている。子どもたちの興味関心の面からも運動に親しむ環境づくりを引き続き行っていき
たい。

○

【人件費】人件費は昨年度と大きな違いはなかった。体力
テストの実施は児童生徒の現状を把握、分析するために大
切なことなので継続をしていきたい。

継続

代替事業（有）
　本市児童生徒の体づくりを推進することは、生涯にわたって心身の健康を保持
増進し豊かな生活を営む基盤となる。
　様々な社会背景によって、児童生徒の体力の低下は喫緊の問題となっている。
そのためにも、体力テストの実施によって、児童生徒の現状を把握し、方策につ
いて検討している。
　今後も、児童生徒の体力の向上を図るための施策の実施と評価を継続してい
く。

一次評価コメント

二次評価コメント

代替事業（無）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

今後周辺環境（予測）

まちづくり基本指針三次実施計画

政策体系

小中学生の体づくり推進事業

住民意向分析

新型コロナウイルス感染症の子どもたちの感染状況が改善するなど、より安全・安心な
教育環境の充実が望まれている。

継続

代替事業（有）

活動指標③

成果指標分析結果

対象指標

手段 意図（目的）

小学３年生から中学３年生までの全児童・生徒を対象にした体力・運動能力等のテストの実施、体育主任研修会等
の各種研修会の実施、民間施設指導者派遣の実施。小学校低学年においては体育の授業の充実、運動量の確保、指
導主事や体育教員によるサポート体制の整備を図り、また小学校高学年以上においては、体力・運動能力等のテス
トの実施によって状況を把握した上で、事業を実施していく。

児童・生徒の体力・運動能力等を継続的に把握し、専門指導者による授業や研修、小中学生の体力向上に努める。

2024年度（令和６年度）

屋外の放射線量は低い値で推移し、子どもたちの屋外活動も平常時と変わ
らない状況になっている。しかし、新型コロナウイルス感染症が蔓延し、
屋内活動が制限されたほか、屋外の部活動についても運動時間が制限さ
れ、全体的な運動量は減少傾向である。

研修会の実施回数

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.4

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

学校管理課

大綱（取組）

教育委員会事務局学校教育部

活動指標分析結果

新しい生活様式の中、できることはコロナ禍以前のように実施できるようになり、全体的に計画通り実施
することができた。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

東京電力福島第一原子力発電所の事故により屋外活動が制限されたことか
ら、児童・生徒の体力低下が生じており、これまで実施してきた事業により
着実に震災前の状況に近づいてきているものの、新型コロナウイルスの全国
的な感染拡大に伴って運動の内容及び機会が制限されている。

2020年度（令和２年度）

新型コロナウイルス感染症の影響が徐々に少なくなりつつあり、平常時に近い形態に戻
ることが予測される。

中学校２年生の体力運動能力調査結果

公立小中学校数

2023年度（令和５年度）
単位

小中学校１校当たりのコスト

活動指標②

活動指標①

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 3790

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

校 中止 55 54

校 60 中止 60 54 60 63 60 60 60 60

校 65 中止 65 23 65 59 65 65 65 65

回 11 中止 11 9 11 8 11 11 11 11

人 2,500 中止 2,000 873 2,000 1,347 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

校 10 10 10 11 10 15 10 10 10 10 10 10

千円 0.0 2.1 3.6 2.2 2.2 2.2 2.2

千円 0.0 2.1 3.6 2.2 2.2 2.2 2.2

千円 0 1,001 1,132 2,700 2,700 2,700 2,700

千円 1,484 797 4,303 1,484 1,484 1,484 1,484

千円 1,484 1,798 5,435 4,184 4,184 4,184 4,184

千円

千円

千円

千円

千円 1,484 1,798 5,435 4,184 4,184 4,184 4,184

千円 1,484 1,798 5,435 4,184 4,184 4,184 4,184

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

3

4

心のハーモニー学校音楽振興事業

住民意向分析

　本市で主催する各種の音楽行事への市民の参加状況をみると、今後も学校音楽の振興
を図っていく必要があると考える。

教育委員会事務局学校教育部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

学校教育推進課

参加者数（延べ人数）

交流事業数

指標名指標名

合奏交流事業参加校

　スポーツのみならず、合唱及び吹奏楽・管弦楽などの音楽に対する情熱が
成人だけでなく児童生徒にも全国的に高まっていた。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

政策体系

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

手段 意図（目的）

　「心のハーモニー学校音楽指導員」を中心に、市内小・中・高校の指導者の連携を図る。また、児童
生徒の表現力や音楽性の向上、豊かな感性を育成するために、直接児童生徒の指導に当たる教職員の研
修を行い、更なる指導力の向上を図る。

　児童生徒の音楽性や表現力の向上を図り、豊かな感性を育成する。

2024年度（令和６年度）

○

継続

継続

代替事業（有）
　新型コロナウイルス感染症の対策も取りつつ概ね計画していた事業を対面で開
催ができた。音楽都市郡山として、児童生徒の音楽性の向上に努めている中多く
の参加者を得ることができた。今年度から復活した対面での指導は、音楽という
ものの特性上個々の技術のみならず各小中学校及び市全体の音楽性の向上に繋
がっている。また、各種コンクールにおける、すばらしい演奏発表に繋がってい
るとともに、全国大会においても優秀な成績を収めることができた。今後も交流
事業等を継続し、児童生徒の音楽性の向上や心の教育の充実に努める。

　本市は「音楽都市郡山」と呼ばれ、全国的に音楽のレベルが高く、大人
も子どもも音楽に対する関心が極めて高い。

合唱交流事業参加校

市合唱祭・市合奏祭に参加した小・中学校

単位コスト（所要一般財源から算出） 参加者１人あたりのコスト

５　成果指標
（目的達成度）

2020年度（令和２年度）

人件費

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　新型コロナウイルス感染拡大防止に留意しながらも、対面での事業実施ができた（一部中止）。今年
度も国内外で活躍している優秀な講師による質の高いレッスンを受けることにより、児童生徒の演奏技
能・表現力等が向上するとともに、教員の指導力の向上にもつながり、全国トップクラスの音楽水準を
さらに高める効果がみられた。

成果指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（大）

【事業費】対面での開催が可能となったため、旅費等が発
生し事業費は増加した。

【人件費】新型コロナウイルス感染拡大防止に留意しなが
らも対面での開催となったことから、人件費はコロナ感染
症以前近くまで増となった。

一次評価コメント

代替事業（有）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

　当該事業は、児童生徒の音楽性や表現力の向上を図り、豊かな感性を育成する
ために、教職員や児童生徒が国内外で活躍している音楽家や東京藝術大学大学院
生等から指導を受ける事業である。
　令和４年度は、新型コロナの感染拡大防止に留意しながら、県内外から講師を
招き、計８回の交流事業を実施し、合唱63校、合奏59校、延べ1,347人と昨年度
の２倍近い人数の参加があり、児童生徒は質の高いレッスンを受けることがで
き、また、教員の指導力向上にも繋がった。これらの取組により、全国大会出場
校数が延べ15校と前年度を大きく上回る結果となり、トップレベルのレッスンが
音楽性や表現力の向上に繋がっていることが見て取れる。
　今後においてもトップレベルの交流ができるよう、継続して事業を実施する。

代替事業（無）

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.1

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

－
大綱（取組）

全国大会出場校数(市立学校)

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

単位

　ソフト面では、平成２０年３月の「音楽都市宣言」により、市民の間にも「音楽都市
郡山」がより認知され、音楽的環境のさらなる整備により、小中学校をはじめとして、
今後ますます音楽の水準の向上が期待できる。

事業費

単位コスト（総コストから算出）参加者１人あたりのコスト

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

まちづくり基本指針五次実施計画

歳出計（総事業費）

　コロナ禍にある中で、各学校における音楽活動が縮小もしくは中止を余儀なくされているものの、with
コロナや脱コロナの生活が今後広がることが期待されることから、本市で主催する各種の音楽行事への市
民の参加状況をみると、今後も学校音楽の振興を図っていく必要があると考える。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

その他

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

一般財源等

歳入計

二次評価コメント （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

〇カイゼン策
①コロナ禍における指導方法の質を向上させる。
・児童生徒の演奏を録音したデータを予め講師に送付し、オンラインで指
導を受ける。
・弦楽器については、感染に配慮しながら対面指導を実施する。
②録音用マイクや、キャプチャーボードなどのオンライン指導の環境向上
に必要な機器の購入について検討する。
〇時期　①令和３年夏　②令和４年度の購入に向け検討
〇必要事項・関係所属
・財政課との協議　・ふるさと納税（ガバメントクラウドファンディン
グ）の活用

○

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 3820

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 24,615 24,426 24,318

人 32 29 32 29 32 32 32 32 32 32

日 5,000 5,078 5,000 5,448 5,000 6,267 5,000 5,000 5,000 5,000

％ 50.0 調査実施なし 50.0 39.3 50.0 46.2 50.0 50.0 50.0 50 50.0 50.0

点 3.2 3.5 3.2 3.5 3.2 3.5 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2

千円 31 26 28 45 45 45 45

千円 31 26 27 44 44 44 44

千円 32,639 31,269 39,565 43,619 43,619 43,619 43,619

千円 123,610 112,619 137,526 178,883 178,883 178,883 178,883

千円 156,249 143,888 177,091 222,502 222,502 222,502 222,502

千円 305 264 275 603 603 603 603

千円

千円

千円 4,740 4,300 6,270 5,960 5,960 5,960 5,960

千円 5,045 139,324 170,546 215,939 215,939 215,939 215,939

千円 156,249 143,888 177,091 222,502 222,502 222,502 222,502

実計区分 評価結果 拡充 継続 拡充 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

代替事業（無）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、小学校１年時から英語教育を教科として位置付け、小中９年間を
見通した英語教育を展開するため、語学指導外国人を派遣して市内児童生徒の英
語力向上を図る事業である。
　令和４年度は、32人の語学指導外国人を小中学校に派遣し、年間延べ6,267日
の授業が行われた。昨年度は新型コロナの影響により英検受験者が減少していた
ものの、中学３年生における英検３級以上の取得割合が昨年度と比較して6.9ポ
イント増加して46.2％となるなど、事業の成果が見て取れる。また、英語表現科
に対する評価は、4点満点中保護者の平均は3.5、児童の平均は3.7と非常に好評
を得ているところである。
　学習指導要領の小・中学校での完全実施により、発表や対話を重視した英語教
育の強化が求められており、段階的に増員してきたAETが定員の32名に達したこ
とから、今後においてはマネジメントサイクルによらず事業を実施する。

○

二次評価コメント

代替事業（有）

大綱（取組）

継続

経常事業

代替事業（有）
　教育課程特例校制度による小学校１・２年生での英語表現科の実施、全市立学
校への語学指導外国人の派遣により、「聞くこと」や「話すこと」を中心に児童
生徒の英語力の向上を図ることができている。特に、小学校１・２年生で実施し
ている英語表現科では、独自の教材と指導計画を使用し、入門期における英語教
育の充実を図ることができた。また、英語教育実施状況調査においては、中学校
３年生のCEFR A-1（英検３級相当以上）の割合が、昨年度を6.9%上回る結果とな
るとともに、令和５年２月に実施した「GTEC Core」においても、全国平均を
トータルポイントで25点、「書くこと」にの領域において11点上回る成果を上げ
ることができた。

　2020年度から小学校で完全実施となった外国語科と外国語活動において
は、それぞれのねらいと児童に身に付けさせる力を明確にしながら、教育
課程の着実な実施と外国語指導の充実が求められる。また、中学校におい
ても、小中の接続を意識した英語教育の推進とコミュニケーション能力の
育成が求められる。

語学指導外国人採用者数

市内の生徒・児童数

英語表現科に対する評価（4点満点）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　英語教育実施状況調査における中学３年生のCEFR A-1（英検３級）以上程度の生徒の割合が昨年度か
ら6.9％増加している。また、令和５年２月に実施した「GTEC Core」の結果においても、４技能のトー
タルスコアにおいて、全国平均を25点上回ることができた。
　英語表現科においても、４点満点で保護者の評価は平均3.5であったが、児童の評価は3.7と高くなっ
ており、英語表現科の目標を達成できている。

まちづくり基本指針五次実施計画 まちづくり基本指針七次実施計画

2023年度（令和５年度）
単位

小中学校における語学指導外国人による授業１日あたりのコスト

成果指標分析結果

【事業費】AETが定員の32名に達し、前年度より人数が増
加したため、AETに係る経費が増加し、事業費が増加し
た。

活動指標分析結果

単位コスト（総コストから算出）小中学校における語学指導外国人による授業１日あたりのコスト

まちづくり基本指針

2022年度（令和４年度）

手段 意図（目的）

　小学校第１・２学年において英語表現科を導入し、語学指導外国人を全市立学校に派遣する。また英
語力の向上が図られ、CEFR A-1（英検３級）以上相当の力を身に付けているかを調査する。

　小・義務教育学校第１学年時より英語教育を教科として位置づけ、小中９年間を見通した英語教育を
展開する。また英語の授業だけでなく、日常的に英語を話したり聞いたりすることで、より高度なコ
ミュニケーション能力や国際人としての感覚を磨き、21世紀を担う国際人として活躍しうる人材を育成
する。

2024年度（令和６年度）

ー

今後周辺環境（予測）現状周辺環境

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

　大学入試や社会において、英語の４技能（聞く・話す・読む・書く）をバランスよく
高めることが強く求められている。義務教育段階においても、英語や外国の文化に興味
関心をもたせるとともに、英語教育のさらなる充実を図りながら、小学校から英語に慣
れ親しませ、児童生徒のコミュニケーション能力や英語力を向上させる必要性がさらに
高まると考えられる。

まちづくり基本指針六次実施計画

小中学校英語教育推進事業

住民意向分析

　義務教育段階における英語表現科等の英語教育の充実に対しては、好意的に受け止
め、期待している保護者が認められる。また、英語表現科に対する児童の受け止め方は
非常に好意的である。

教育委員会事務局学校教育部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

学校教育推進課

中学校３年生における英語教育実施状況調査における英検３級以上の割合

指標名指標名

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.1

事業開始時周辺環境（背景）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

政策体系

小中学校における語学指導外国人の年間授業日数（延べ）

　国際化の進展に伴い義務教育における英語教育の必要性が一層高まった。

人件費

単位コスト（所要一般財源から算出）

歳出計（総事業費）

AET（語学指導外国人）３２名について、４名を小中学校兼務、１７名を小学校、１１名を中学校に派遣
した。

国・県支出金

一般財源等

その他

事業費

歳入計

受益者負担金（使用料、負担金等）

市債

【人件費】AETが定員の32名に達し、前年度より人数が増
加したため、人件費が増加した。

一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

ニーズ（大）

ニーズ（大）ニーズ（小）

ニーズ（小）

○
0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 3900

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 5,580 4,317 2,522

回 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

回 7 6 4 4 4 4 7 7 4 4

人 5,500 2,506 3,000 4,317 3,000 2,522 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

％ 100 94 100 93 100 100 100 100 100 100

校 50 64 50 51 50 50 50 50 50 50

千円 5.2 4.9 4.5 5.2 5.2 5.2 5.2

千円 5.2 4.9 4.5 5.2 5.2 5.2 5.2

千円 9,214 17,000 7,071 7,413 7,413 7,413 7,413

千円 3,807 4,296 4,251 3,807 3,807 3,807 3,807

千円 13,021 21,296 11,322 11,220 11,220 11,220 11,220

千円

千円

千円

千円

千円 13,021 21,296 11,322 11,220 11,220 11,220 11,220

千円 13,021 21,296 11,322 11,220 11,220 11,220 11,220

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

4

4

4

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（小）

○

文化、歴史的施設見学会実施回数

対象の児童生徒数（小学４年生）

活動指標③

活動指標② 郷土を学ぶ体験学習資料改訂委員会開催回数

活動指標①

対象指標

事業実施後の「ふりかえり学習」の実施（R3～）

アンケートによる郷土の歴史や文化の理解度（R3～）

成果指標①

成果指標③

文化、歴史的施設見学参加人数

一般財源等

歳入計

代替事業（有）

【事業費】昨年度まで対象児童が中学１年生と小学４年生
であったが令和４年度から小学４年生のみが対象となった
ため、参加人数が減少し、また、コロナ対策のバスの増便
もなくなったため、事業費も縮小した。

【人件費】新型コロナの影響により受入施設側との連絡調
整に多くの時間を要し、令和３年度並みの費用を要した。

一次評価コメント

事業費

成果指標②

単位コスト（総コストから算出）文化、歴史的施設見学参加者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 文化、歴史的施設見学参加者１人あたりのコスト

活動指標分析結果

２　公平性

　令和４年度は小学校４年生を対象とし、参加希望の児童生徒が参加する施設見学会を計画した。新型コ
ロナウイルス感染症感染拡大防止のための施設の見学中止にともない、改めて実施希望を各学校に確認し
実施した。

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

二次評価コメント

まちづくり基本指針六次実施計画

継続 （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　小学４年生を対象とした郷土の歴史や文化を体験する活動を通して、郷土の誇
りと郷土を愛する心を育てることができており、今後はさらに広い視野をもって
活動することにより、内容を充実させていく必要がある。また、郷土を学ぶ体験
学習資料は、体験活動だけでなく、社会科の授業等にも活用される社会科副読本
として有効な資料となっている。資料作成に関しては、担当する教員の研修、社
会科教員のリーダーを養成する意義からも、今後も継続していく必要がある。

　学校からの実施報告書によると、施設見学会を実施し、その上で感想文やその体験を学校新聞に掲載
し校内に掲示することで、学校の児童生徒や教職員から「郷土への興味・関心を高めることができた」
「理科や社会に繋がる教科の参考になった」などの意見が出され、多くの児童生徒が体験を共有し、地
域の文化や歴史についての理解を深めている様子を確認できた。

2024年度（令和６年度）2020年度（令和２年度）

成果指標分析結果

代替事業（無）

政策体系 手段

〇
大綱（取組） Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

継続

　当該事業は、小中学校の児童生徒が郷土の歴史や文化を学ぶ体験活動を通して、郷土
の誇りと郷土愛を育むことを目的とする事業である。
 令和４年度は、昨年度まで中学１年生及び小学４年生としていた対象を、小学４年生
のみとし、全51校から2,522人の参加があり、各学校の希望により大安場古墳、美術館
等での体験学習を実施した。また、コロナ対策のため増便していたバスを通常どおりの
台数とすることで、事業費の縮小が図られている。令和３年度から開始した事業実施後
のアンケートでは、児童生徒や教職員からの評価が高く多くの児童が地域の文化や歴史
について理解を深めることができた。
　今後においても、学習指導要領を踏まえ、郷土の歴史や文化を体験する活動を通した
シビックプライドの醸成のため、継続して事業を実施する。

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.7

現状周辺環境

人件費

意図（目的）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

学校教育推進課

まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 教育内容・方法の充実事業（郷土を学ぶ体験学習事業） 教育委員会事務局学校教育部

2023年度（令和５年度）
単位

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

　各学校の児童生徒の既習の学習内容や実態に応じて、貸切バスを利用して郡山市内の文化的施設や歴
史的な施設を見学及び学習する。

　次代を担う子どもたちに、郷土の歴史や文化を体験する活動を通して、郷土の誇りと郷土を愛する心
を育てる。

住民意向分析

　各学校や保護者からも好評である。また、他市町村からも強い関心を持たれている。
　古代から現代の郡山について体験学習を実施することは、今後の郡山市を担う児童生
徒の育成に大きな意義をもつ。また、郡山市だけではなく、こおりやま広域圏16市町村
にも視野を広げ、史跡や自然についての理解をさらに深めさせることが重要である。

　郷土には、他市に誇れる多くの史跡、自然があり、郷土の良さを学ぶこ
とができる。最近は、大安場史跡公園が整備されたり、福島再生可能エネ
ルギー研究所などの新しい見学施設が増えたりして、地元の歴史や産業に
興味をもつ機会が増えた。

指標名

　都市化が進み、地域住民同士の関係も希薄になるなど、郷土に対する関心
が薄れ、地域間のつながりも弱まっていた。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

指標名

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

国・県支出金

歳出計（総事業費）

ニーズ（小）

代替事業（有）１　規模・方法の妥当性

その他

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5721

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

学校 18 18 18

人 5 5 5 5 5 4 5 5 5 5

校 17 18 17 18 17 14 17 17 17 17 17 17

日 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030 824 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030

千円 910 1,046 1,063 910 910 910 910

千円 910 1,046 1,063 910 910 910 910

千円 10 10 0 22 22 22 22

千円 16,365 18,811 14,876 16,365 16,365 16,365 16,365

千円 16,375 18,821 14,876 16,387 16,387 16,387 16,387

千円

千円

千円

千円

千円 16,375 18,821 14,876 16,387 16,387 16,387 16,387

千円 16,375 18,821 14,876 16,387 16,387 16,387 16,387

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

代替事業（無）

ニーズ（大）

　当該事業は、特定の教科に精通した教員のいない学校に、市独自に教科専門員
であるスーパーティーチャーを派遣して、学習指導の充実を図る事業である。
　令和４年度は、計画では５名の教科専門員を配置予定であったが、産休・育休
の取得により１名減の４名を14校に派遣して、担当教員と協力しながら専門教科
指導の充実を図ったところである。
　小規模校が増加傾向にある中、小規模校においても公平な教育環境の整備、提
供は重要であることから、今後も継続して事業を実施する。
　なお、年々単位コストが上昇傾向にあるため、効率的な事業運営に努める必要
がある。また、PDCAサイクルを有効に機能させるため、授業参観や本人及び学校
長とのヒアリングを行うことや、新たな成果指標を検討することにより、適切な
事業成果の把握を行う必要がある。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

今後周辺環境（予測）

　教科に精通した教員がいない状況にある小規模校があり、学力向上のた
めにも教科の専門員を派遣し支援する必要がある。

スーパーティーチャー数

成果指標②

活動指標②

活動指標①

対象指標 理科・実技教科等のスーパーティーチャーの配置が必要な学校

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

2022年度（令和４年度）

　今後も教科の専門員が必要な状況は、継続する傾向にある。

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

教育委員会事務局学校教育部

まちづくり基本指針四次実施計画 まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

学校教育推進課令和４年度実施事業に係る事務事業評価 スーパーティーチャー（教科専門員）派遣事業

　教科に精通している職員がいない学校にスーパーティーチャー（小学校の理科、図工、体育、家庭、
中学校の美術、技術、家庭科の専門員）を派遣し、学習指導の充実を図る。

2024年度（令和６年度）2020年度（令和２年度）

手段 意図（目的）

　該当小・中学校に市単独で会計年度任用職員を配置

2023年度（令和５年度）

現状周辺環境

まちづくり基本指針五次実施計画

指標名

事業開始時周辺環境（背景） 住民意向分析

３　効率性

二次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

一次評価コメント

　教科に精通している職員がいない学校にスーパーティーチャー（小学校の理科、図工、家庭、中学校の
美術、技術、家庭科の専門員）を派遣し、学習指導の充実を図った。

継続

継続

　計画では、体育科の専門員も配置予定であったが、産休・育休の取得により例年の５名より１名減の
４名の配置となった。産休・育休の代替専門員を探したが、容易には採用できなかった。しかしなが
ら、スーパーティーチャーを派遣できている学校では、児童生徒が専門的な指導を受けることができ、
確かな知識や技能との習得が可能となった。

２　公平性

【事業費】事業は前年度と同様であり、コストは前年度並
みを維持している。

ニーズ（大）

○

　小学校の理科、図工、体育、家庭、中学校の美術、技術、家庭科で教科に精通
している教員がいない学校に、市単独でスーパーティーチャー（教科専門員）を
年間を通して派遣し、より専門的な知識や技術の指導を効果的に行うことが出来
た。小規模校が増加しているため、今後も継続して実施し、教育環境の整備を図
る。

ニーズ（小）

○

代替事業（有）

【人件費】令和４年度は１名が産休・育休の取得により４
名の派遣となったため、人件費は前年度と比較し減少して
いる。

　児童生徒に、より高い専門的な教科の指導をして欲しいとの要望が保護者や各学校か
ら寄せられている。

2021年度（令和３年度）
単位

成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

ニーズ（小）

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

成果指標①

活動指標③

派遣学校数

３　効率性

代替事業（有）

単位コスト（総コストから算出）派遣学校１学校あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 派遣学校１学校あたりのコスト

事業費

歳入計

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

政策体系

　教科に精通した教員がいない状況にある小規模校があり、学力向上のため
にも教科の専門員を派遣し支援する必要がある。

歳出計（総事業費）

国・県支出金

スーパーティーチャー年間指導日数（延べ）

人件費

一般財源等

その他

成果指標③

ー
大綱（取組） Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.1

まちづくり基本指針三次実施計画

指標名

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6322

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 24,394 24,426 24,318

箇所 20 23 20 64 20 24 20 20 20 20

箇所 80 32 80 52 30 73 30 30 30 30

件 0 22 0 24 28 0 0 0 0 0 0 0 0

％ 60 90 60 90 60 90 60 60 60 60 60 60

千円 103 61 165 62 62 62 62

千円 103 61 165 62 62 62 62

千円 16 58 58 117 117 117 117

千円 2,371 3,855 3,915 3,577 3,577 3,577 3,577

千円 2,387 3,913 3,973 3,694 3,694 3,694 3,694

千円 58 58 58 58

千円

千円

千円

千円 2,387 3,913 3,973 3,636 3,636 3,636 3,636

千円 2,387 3,913 3,973 3,694 3,694 3,694 3,694

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

4

4

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

２　公平性

　郡山市立小・中・義務教育学校17校において、24箇所で交通安全合同点検を実施した。国、県、市、警
察合わせて73箇所について対策を実施した。合同点検箇所は前年度と比較し、減少しているが、これは通
学路における安全対策が進み、点検箇所数及び対策実施箇所数が減少しているためである。

１　規模・方法の妥当性

政策体系 手段

－
大綱（取組） Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

2 笑顔があふれ、未来への夢を育むまち

3.6
11.2

現状周辺環境

　登校中の児童等の列に　自動車が突っ込み、死傷者が発生する事故が全国
で相次ぎ、子どもたちの交通事故防止のために合同で点検を行う必要が高
まった。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

意図（目的）

　通学路について、道路管理者、警察、学校、地域の関係団体が合同で安全点検を実施し、安全対策を
検討するとともに、それぞれの組織が可能な安全対策を実施する。

　通学路の危険箇所に安全対策を実施することにより、児童生徒の安全を確保する。

住民意向分析

　各学区における道路環境整備が進み、児童生徒の安全確保が進み、また運転者の意識
の高揚が図られると思われる。

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

　各地域で路面表示やガードパイプなどの設置が進み、対策が具体的な形になって現れ
ており、市民から好意的な受け止め方が見られる。

代替事業（有）
　市内の通学路について、道路管理者、警察、学校関係者、地域の交通安全関係
団体等とともに、24箇所の合同点検を実施した。各合同点検後には直ちに点検者
による対策会議を開催し、必要な安全対策を協議した。その後、関係機関がそれ
ぞれの役割に応じて実施可能な対策を順次行った。

　合同点検後、点検者による対策会議を開催し、必要な安全対策を協議し
た。その後、関係機関がそれぞれの役割に応じて実施可能な対策を順次
行っている。

通学路の合同安全点検

まちづくり基本指針

2024年度（令和６年度）

ニーズ（小）

その他

登下校中の事故数

指標名指標名

通学路の安全対策の実施

成果指標③

成果指標②

単位コスト（総コストから算出）安全点検１箇所あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

　当該事業は、通学路の危険箇所を点検し安全対策を実施することで、通学時の
児童生徒の安全を確保する事業である。
　令和４年度は、24箇所の合同点検のほか、国、県、市、警察合わせて73箇所と
計画値を大きく上回る安全対策を実施した。また、ハード面だけでなく、交通安
全教室の実施等により、ソフト面の安全対策を行い、児童生徒の安全対策を推進
したところである。保護者アンケートや郵便局等からも、対策により改善され
た、対策を有効に感じている等の評価を得ており、歩行空間の確保による成果が
出ていることが見て取れる。
　今後においては、登下校中の事故数が増加傾向にあるため、事故発生箇所の把
握に努め、道路建設課、道路維持課及びセーフコミュニティ課との情報共有を行
い、児童生徒の安全確保を推進するため、学校、警察、地域等と連携を図りなが
ら、継続して事業を実施する。

○

継続

　関係機関が連携し、各種対策を講じたことにより、登下校中の事故はほぼ横ばいであった。

市内の児童生徒数

安全点検１箇所あたりのコスト

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

国・県支出金

５　成果指標
（目的達成度）

代替事業（無）

ニーズ（小）

二次評価コメント継続

学校教育推進課

まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

代替事業（有）

○
ニーズ（大）

ニーズ（大）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 通学路等交通安全確保事業 教育委員会事務局学校教育部

総事業費（事業費・人件費）分析結果

【事業費】推進協議会をコロナ感染症拡大対策で書面開催
とし、報償費を該当者全員に支出したため、前年度と変動
なし。

【人件費】点検箇所の減少により人件費コストが増加し
た。

一次評価コメント

人件費

歳出計（総事業費）

成果指標分析結果

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

2023年度（令和５年度）
単位

活動指標①

対象指標

対策効果に関する学校アンケートにおいて「概ね好評」である割合

成果指標①

活動指標③

活動指標②

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6465

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 24,461 24,426 24,318

校 77 76 76 76 76 76 76 76 76 76

％ 全国平均以上 中止 15.0 12.0 26.9 25.2 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

％ 全国平均以上 中止 10.0 10.0 20.9 20.5 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

点 全国平均以上 中止 64.7 64.3 65.6 65.0 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

点 全国平均以上 中止 64.6 66.0 69.0 70.0 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

％ 100.0 100.0 100 100 100 100 100 100 100 100

千円 42 43 109 101 101 101 101

千円 42 43 109 101 101 101 101

千円 1,953 1,959 6,168 6,356 6,356 6,356 6,356

千円 1,266 1,363 2,177 1,266 1,266 1,266 1,266

千円 3,219 3,322 8,345 7,622 7,622 7,622 7,622

千円

千円

千円

千円

千円 3,219 3,322 8,345 7,622 7,622 7,622 7,622

千円 3,219 3,322 8,345 7,622 7,622 7,622 7,622

実計区分 評価結果 拡充 継続 継続 継続 拡充 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

【事業費】デジタル新聞を活用し高度情報化社会を生き抜
く情報活用能力を身に付けた児童生徒を育成するため、紙
媒体からデジタル新聞へ変更したことで昨年より増額とし
た。

【人件費】事業費が前年より増加したことからコストも増
加している。

一次評価コメント

2023年度（令和５年度）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、小中学校で新聞を活用した教育活動を実践することにより、児童
生徒の学力の向上及び言語活動の充実を図る事業である。
　令和４年度は、市内の全小中学校76校において授業等での新聞活用が実施され
た。全国学力・学習状況調査の国語科において正答率が全国平均以上となること
を目標に設定しており、小学校でほぼ全国平均並み、中学校で全国平均以上の結
果となった。1人１台タブレット端末の配置によりデジタル新聞の購読が可能と
なったことで、新聞を読んでいる小中学生の割合が大幅に増え、読解力や思考力
の向上のほか、社会情勢等への関心の高まりにも繋がることが期待できる。
　今後においても、デジタル新聞を活用し、学力向上に向けさらなる成果を上げ
るため、継続して事業を実施する。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

○

継続

代替事業（無）

成果指標③

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

継続

代替事業（有）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

代替事業（有）

○
ニーズ（大）

新聞活用事業実践校数１校あたりのコスト

授業等で新聞を活用している学校の割合

新聞活用事業実践校数１校あたりのコスト

歳入計

ニーズ（小）

２　公平性

　市内の全小・中学校（小学校49校、中学校25校、義務教育学校２校）が、新聞活用事業に参加した。

１　規模・方法の妥当性

受益者負担金（使用料、負担金等）

　市内の全小・中・義務教育学校が、本事業に取り組んだ。児童・生徒の読解力
や思考力、判断力、表現力等の向上やさらなる高度情報化社会を生き抜く児童生
徒の育成を図った。
　デジタル新聞を活用することにより大人数での閲覧及びタブレット端末を自宅
に持ち帰っての閲覧が可能となり、児童生徒が親しむ機会が大幅に増え情報活用
能力を育成することができた。

ニーズ（小）

二次評価コメント

ニーズ（大）

単位コスト（総コストから算出）

国・県支出金

人件費

市債

歳出計（総事業費）

一般財源等

その他

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

単位コスト（所要一般財源から算出）

　授業等において様々なテキストや図、グラフが掲載されている新聞を活用することが、子どもたちの
読解力や思考力、判断力、表現力の向上に寄与すると考える。令和４年度は全国学力・学習状況調査に
おいて、小学校で全国平均並み、中学校でやや上回る結果となった。各学校から提出された報告書によ
ると、児童生徒の新聞を読もうとする意欲の向上や社会情勢・時事問題への関心の高まりなどの効果が
認められた。

成果指標分析結果

事業費

指標名指標名

　学力向上に向けた取組として、言語活動の充実を図るため、全郡山市立
小・中・義務教育学校で新聞を活用した教育活動を実践している。

新聞活用事業実践校数

児童生徒数

2020年度（令和２年度）

成果指標②

成果指標①

活動指標③

全国学力・学習状況調査結果(国語)【中学校】

活動指標②

活動指標①

学校教育推進課

全国学力・学習状況調査結果(国語)【小学校】

全国学力・学習状況調査結果(新聞を読んでいるか)【中学校】

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 新聞活用事業 教育委員会事務局学校教育部

全国学力・学習状況調査結果(新聞を読んでいるか)【小学校】

　２００９年ＰＩＳＡ調査によると、日本の場合、新聞を「週に数回読む」
子どもの読解力の得点は５３０点、「まったくか、ほとんど」読まない子ど
もの４９２点とは、約４０点の差が見られることが明らかになった。

単位

手段 意図（目的）

　郡山市立小・中・義務教育学校は、様々な教育活動において、新聞を有効活用するための方策と計画を考える。
各校は、計画に基づき、新聞を活用した学習活動を実践する。各校での取組み状況を集約し、情報提供を行うこと
により、その成果を次年度以降に活かしていく。

　本市学校教育における学力向上に向け、言語活動の充実を図るため、郡山市立学校全校において新聞
を活用した教育活動を実践する。

2024年度（令和６年度）

住民意向分析

　各学校や保護者からも好評である。また、他市町村からも強い関心を持たれている。

政策体系

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

－
大綱（取組）

対象指標

まちづくり基本指針三次実施計画

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

まちづくり基本指針六次実施計画

　学校の教育活動をとおして、新聞を活用した総合的な応用力の育成が今後も求められ
る。

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.1

現状周辺環境

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10048

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 26,800 26,900 26,631

％ 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

人 500 327 0 322 0 312 0 0 0 0

人 11,198 19,700 19,451 19,700 19,927 19,700 19,700 19,700 19,700

％ 70 90 75 90 80 85 85 85 85 85 75 85

％ 70 85 75 88 80 90 85 85 85 85 75 85

千円 1 0 0.00 0.40 0.40 0.41 0.41

千円 1 0 0.00 0.40 0.40 0.41 0.41

千円 7,895 2,277 3,741 8,730 3,225 871 871

千円 6,625 4,133 2,802 6,625 6,625 6,625 6,625

千円 14,520 6,410 6,543 15,355 9,850 7,496 7,496

千円 0 0

千円 0 0

千円

千円

千円 14,520 6,410 6,543 15,355 9,850 7,496 7,496

千円 14,520 6,410 6,543 15,355 9,850 7,496 7,496

　 実計区分 評価結果 新規 継続 拡充 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

成果指標②

成果指標①

国・県支出金

事業費

人件費

市債

その他

歳出計（総事業費）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

受益者負担金（使用料、負担金等）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、学習指導要領の改訂によるプログラミング教育の必修化に伴い、
本市独自のプログラミング教育を実施するため、「プログラミング学習」を教科
化し、既存の教科の枠にとらわれないプログラミング教育を実践する事業であ
る。
　令和４年度は、前年度に引き続き小学校３年生から中学校３年生までの児童生
徒及び担当教師を対象とし、プログラミング教育や各種教職員向け研修を実施し
た。児童生徒、教職員に対するアンケートでは計画値を上回る高評価を得てお
り、質の高いプログラミング教育が提供されていることが見て取れる。
　今後においても、タブレット端末を活用しながらプログラミング教育の内容充
実に努めるとともに、教育研修センターと連携して教員研修等の支援を行い、継
続して事業を実施する。
　なお、単位コストがその年度の活動の効率性を表す指標となっていないことか
ら、コストの適正度を測るためにも、指標の見直しを検討する必要がある。

代替事業（無）

一般財源等

歳入計

５　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

二次評価コメント

２　公平性

代替事業（有）

　令和２年度からプログラミング教育が必修化されたが、特別の教育課程の申請
を行い、教科化したことで市全体として一律に取り組むことができている。ま
た、プログラミング教育を受けられる環境（指導計画・教材）を整え、教員を支
援していることにより、児童は、タブレット端末を活用しながら意欲的にプログ
ラミング学習に取り組み、論理的思考力を高めることができた。また、教員の指
導力も向上している。

１　規模・方法の妥当性

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　プログラミング教育指導計画の作成・活用、プログラミング教育教材の準備・貸与と、教育環境の整
備を行い、教職員の実態に応じた研修を実施したことで、市全体の小学校において、質の高い学習を行
うことができた。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

成果指標分析結果

ニーズ（小）

【事業費】プログラミング機材の追加購入及びプログラミ
ング機材のメンテナンスに必要な部品を購入したため増額
となった。

ニーズ（小）

○

継続

代替事業（有）

手段 意図（目的）

　本市独自のプログラミング教育を実施するため、文部科学省の教育課程特例校制度を活用して、小学校及び義務
教育学校第３学年から第６学年で「プログラミング学習」として教科化した。「総合的な学習の時間」の年間10～
15時間に替えて、既存の教科の枠にとらわれないプログラミング教育を実践する。

　小学校学習指導要領の改訂により、2020年度からプログラミング教育が必修化されたが、そのための教科枠は確
保されておらず、既存の教科の枠内で実施するものとされている。郡山市では、教育課程特例校制度を活用し、教
科化することで、市全体として組織的・系統的な取り組みを行う。これにより、ＳＤＧｓの理念に基づき、誰もが
分け隔てなく、質の高いプログラミング教育を受けられる環境をつくり、ねらいを確実に達成することを目指す。

2024年度（令和６年度）

　全国的には、2020年度に向けて準備・実践を行う自治体が増えていた
が、依然として自治体の規模や立地により、進捗に大きな差が出ていた。
　郡山市では、全校を対象とした、研修・教材貸出・ICT支援員派遣等に
より、どの学校においても同じ水準で取り組むための支援体制の構築を進
めている。

児童生徒及び教員アンケートの回答率

－

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

住民意向分析

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.1
9.1

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針三次実施計画

大綱（取組）

指標名

対象指標

まちづくり基本指針六次実施計画

学校教育推進課

児童生徒アンケートによる高評価率

プログラミング教科化対象：小学校３年生以上の児童生徒数＋担当教師

指標名

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 小中一貫プログラミング教育推進事業

【人件費】プログラミング教育実施計画等の策定が終了し
プログラミング関連業務の時間が減少した。

一次評価コメント継続

　全国的には、保護者の子どもに通わせたい習い事ランキングでプログラミング塾が１
位になる等、注目度が高まっている。
　郡山市でもプログラミング塾や体験会の参加者は増加傾向にあり、保護者のプログラ
ミング教育への注目度が高まっている。

教育委員会事務局学校教育部

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

活動指標分析結果

　プログラミング教育講座、ICT授業活用授業づくり講座、各校での出前講座の研修を実施した。教職員
の参加状況やアンケート結果から、今後もプログラミング教育を推進していく必要がある。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

　全国的には、文部科学省が2017年３月に、2020年度からの小学校プログラ
ミング教育の必修化について発表して以来、東京都等の先進的な自治体では
プログラミング教育の準備・実践が行われたが、自治体によって温度差が
あった。
　郡山市では、一部の学校でプログラミング教育の準備・実践が行われた。

2020年度（令和２年度）

　デジタル革新が進み、Society5.0（新たな未来社会）が近づくと同時に、ＳＤＧｓの
理念に基づく持続可能な社会の実現が必要となる。
　教育においては、ＥＳＤ（持続可能な社会づくりの担い手を育む教育）が重要とな
り、ＳＤＧｓの目標４「質の高い教育」及び目標９「産業と技術革新の基盤づくり」の
達成のためにプログラミング教育の必要性も高まっていく。

教職員アンケートによる高評価率

郡山市立学校の児童生徒及び教職員数

2023年度（令和５年度）
単位

アンケート回答者一件あたりのコスト単位コスト（所要一般財源から算出）

単位コスト（総コストから算出）

教職員向け研修受講人数

活動指標③

活動指標②

活動指標①

アンケート回答者一件あたりのコスト

成果指標③

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5406

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 1,763 1,803 1,793

回 150 95 150 157 150 150 150 150 150 150

回 3 2.6 3 2.4 2.5 2.4 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5

％ 90 99 90 99 90 99 90 90 90 90 90 90

千円 3.0 5.2 5.4 9.6 9.6 9.6 9.6

千円 3.0 5.2 5.4 9.6 9.6 9.6 9.6

千円 1,913 2,949 3,663 17,679 17,679 17,679 17,679

千円 11,711 19,712 19,721 25,322 25,322 25,322 25,322

千円 13,624 22,661 23,384 43,001 43,001 43,001 43,001

千円 9

千円

千円

千円

千円 13,615 22,661 23,384 43,001 43,001 43,001 43,001

千円 13,624 22,661 23,384 43,001 43,001 43,001 43,001

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

【事業費】
令和２年度小学校、令和３年度中学校の学習指導要領の完全実施により、教職
員の研修ニーズが高まっている。コロナ禍においては、研修内容と開催時期の
新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、研修の実施方法（集合・オンライ
ン）を使い分けることにより効率的に実施されているといえる。
なお、事業費の増は新型コロナによる行動制限の緩和により集合研修の割合が
以前のように戻ったことによる旅費の増による。
また、単位コストについては、新型コロナの影響を受ける以前の平成30年度実
績(6.0)に戻りつつある。

【人件費】
コロナ禍においては、研修内容と開催時期の新型コロナウ
イルスの感染状況を踏まえ、研修の実施方法（集合・オン
ライン）を使い分けることにより、事業費と同様に効率的
に実施されているといえる。

一次評価コメント

2023年度（令和５年度）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、法で定められた基本研修や教育研修センターオリジナルの専門研修など
各種研修と併せて校内研修支援等を行い、教職員の専門知識を培うとともに実践的指導
力を高める事業である。
　令和４年度は、新型コロナの感染対策に配慮し対面とオンラインを使い分けることに
より計画通り研修会を開催した。ICTを活用した指導法についての研修など、アンケート
によって教職員のニーズを把握し、それに沿った研修を実施しており参加者の満足度も
高い。事業費については、新型コロナに配慮しながら対面研修を増やしたため、旅費が
増加した。
　近年、タブレットを活用した指導など教え方の変化に伴い、教職員が指導方法を改善
し、資質と能力を向上させることが求められるなど、研修会の果たす役割は重要であ
り、子どもたちの学びの質を高めるため、今後も継続して事業を実施する。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

○

継続

代替事業（無）

成果指標③

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

継続

代替事業（有）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

代替事業（有）

○
ニーズ（大）

参加者１人あたりのコスト

参加者１人あたりのコスト

歳入計

ニーズ（小）

２　公平性

令和４年度の教育研修事業については、新型コロナウイルス感染症の感染予防対策の観点から、通常の集
合研修とオンライン研修の実施方法を使い分けることにより、昨年度同様、中止することなく予定通りを
実施することができた。

１　規模・方法の妥当性

受益者負担金（使用料、負担金等）

学校が抱える課題は複雑化、多様化している。また、社会の要請に対応する教職
員の資質・能力の向上が求められているのと同時に、様々な教育課題について教
職員研修で取り扱うことが求められている。令和４年度はこの現場のニーズを踏
まえ、コロナの状況に応じて集合研修とオンライン研修を使い分けて継続して実
施してきた。教育研修事業の参加者がのべ4,287名と多数参加し、研修の成果を
児童生徒への指導に役立てられていると考える。今後も、子供の生きる力の育成
を目指したさらなる教職員の資質・能力の向上に努めていきたい。ニーズ（小）

二次評価コメント

ニーズ（大）

単位コスト（総コストから算出）

国・県支出金

人件費

市債

歳出計（総事業費）

一般財源等

その他

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

単位コスト（所要一般財源から算出）

令和２年度の小学校、令和３年度の中学校学習指導要領完全実施に伴い、教職員の教科指導に関する研
修への満足度が高かった。また、教職員のニーズを踏まえたＩＣＴ活用についての研修への参加者が多
かったことや、コロナ禍においてもオンラインにより研修を実施できたことが成果指標に表れている。

成果指標分析結果

事業費

指標名指標名

本市の教職員研修は福島県教育委員会の教職員現職教育計画に基づいて計
画され、実施されている。学校が抱える課題は複雑化、多様化している。
それらも含め、様々な教育課題について教職員研修において取り扱うこと
が求められている。また、教員免許更新制が発展的に解消されることとな
り、公立学校教員に対する学びの契機と機会の確実な提供（研修受講履歴
の記録管理、受講奨励）も求められている。

教職員に対する研修会の開催回数

市立学校教職員数

2020年度（令和２年度）

成果指標②

成果指標①

活動指標③

参加者の研修への満足度

活動指標②

活動指標①

教育研修センター

教職員1人当たりの研修講座参加回数

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 教育研修事業（教職員スキルアップ事業） 教育委員会事務局学校教育部

平成１２年度の中核市への小中学校教職員の研修権限の委譲に伴い、市独自
の研修ができるようになり、本市の実態に応じた研修により、教職員の資質
の向上と児童生徒の学力向上を目指してきた。

単位

手段 意図（目的）

・基本研修、職能研修、専門研修、校内研修支援、自己研修支援を行う。
・独立行政法人教員研修センター主催の中央研修に教員を派遣する。

・教科等における専門的知識を培うとともに、児童生徒理解を深め、専門職としての実践的指導力を高
め、教職員としての資質能力を高める。

2024年度（令和６年度）

住民意向分析

子どもたちの学びの質を高めるためにも、教職員が学習過程全体を見通して指導に当た
ることや教員自身が指導方法を不断に見直し、改善していくことなど教職員の資質・能
力の向上が求められている。

政策体系

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

○
大綱（取組）

対象指標

まちづくり基本指針三次実施計画

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

まちづくり基本指針六次実施計画

中核市に人事権が委嘱された場合は、今まで県に委託していた部分の研修も市で行うこ
とになると思われ、研修用の施設、人員の増加等、拡充する必要がある。県費負担教職
員旅費が毎年減額されており、旅費についての検討が必要である。

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.1

現状周辺環境

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5892

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 1,763 1,803 1,793

人 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4

件 300 385 300 219 400 340 400 400 400 400

30 35 30 23 30 42 30 30 30 30

人 1,800 2,081 1,800 1,116 1,800 2,597 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

件 300 417 300 304 300 340 300 300 300 300 300 300

千円 4.2 5.7 3.6 4.9 4.9 4.9 4.9

千円 4.2 5.7 3.6 4.9 4.9 4.9 4.9

千円 128 54 98 84 84 84 84

千円 8,531 6,258 9,205 8,805 8,805 8,805 8,805

千円 8,659 6,312 9,303 8,889 8,889 8,889 8,889

千円

千円

千円

千円

千円 8,659 6,312 9,303 8,889 8,889 8,889 8,889

千円 8,659 6,312 9,303 8,889 8,889 8,889 8,889

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 改善 拡充 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

アドバイザーの学校訪問支援件数

活動指標③

活動指標②

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）

一般財源等

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

歳入計

単位コスト（所要一般財源から算出） 研修会の参加者１人あたりのコスト

事業費

市立学校教職員数

成果指標③

研修会の参加者１人あたりのコスト

活動指標①

対象指標

支援により改善を図った件数

総事業費（事業費・人件費）分析結果

学校や教員のそれぞれの課題に応じたプログラムを組んで、研修を行ってきた。特に、令和４年度は、
授業改善や校内研修指導等のニーズが大部分で、学習指導要領の趣旨を生かすための授業づくりや学力
向上へ向けた授業研究会への指導・助言が多かった。訪問要請の増加に伴い、研修への参加総数も増加
した。

二次評価コメント

ニーズ（小）

ニーズ（小）

2023年度（令和５年度）
単位

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

○

代替事業（有）

2020年度（令和２年度）

一次評価コメント

　当該事業は、教員個々の希望に応じて実施する自主的研修及び各校がテーマを決定し
て行う共同研究の支援を行い、教員の指導力向上や各校の専門知識習得を目的とする事
業である。
　令和４年度は、DX関連を専門とした学校教育アドバイザーを１人増員し、教員のニー
ズに応じた支援体制を強化した。支援の要望は年間を通して随時受け付けている。希望
する全ての教員・学校にアドバイザー及び指導主事が訪問して支援を行っており、前年
度と比較し件数は増加した。出前講座等の支援により授業の改善等が図られた件数も増
加し、教育の質の向上が図られた。デジタル教科書活用に係る研修は76校全てを訪問し
指導するなど、カイゼンのための行動計画に沿って活動した。
　新学習指導要領に基づく授業づくりや若手教員の育成など、教員や学校に応じたプロ
グラムを組んで柔軟に支援する体制を整備することで教育の質の向上が図られること、
また、相談しやすい環境を整備することで教員のメンタルケアにもつながることから、
今後も継続して事業を実施する。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

〇 具体的なカイゼン策
・若手スキルアップ研修について、研修者のニーズに合わせて学校を訪問し指導に当た
る。
・校務におけるＩＣＴの活用に関して、指導主事ならびに学校教育アドバイザーが学校
を訪問し、個別支援により教職員のスキルアップを行う。
・デジタル教科書の活用の促進を図るため、指導主事や学校教育アドバイザーが学校を
訪問し、研修会を実施する。
・教師塾・授業づくりサポート事業について、各校に定期的に告知する。
〇 カイゼンの明確な時期
・各校への訪問による指導は、通年実施。
〇 カイゼンのために必要な事項・関係する所属月1回程度の告知
・デジタル教科書の研修会に関しては、学校教育推進課指導主事と協力しながら進め
る。
・オンライン会議システム（Zoom）による研修会も実施し、きめ細かな支援を行う。代替事業（無）

継続 （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性
教師塾・授業づくりサポート事業については、各学校や教員のニーズに応じて、
支援が必要なすべての学校・教員に対応している。今後、経験の浅い教職員数が
増加することから、授業づくり等のサポートのニーズはますます増えてくること
が予想される。教職員の指導力向上だけでなく、教職員のメンタル面など相談体
制の充実を図る意味でも効果を上げており、継続して事業を実施する。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

教員の経験年数やニーズに応じ、個々の課題の解決に向けて、学校教育アドバイザーと指導主事が分担し
て、指導にあたってきた。コロナ禍にあっても各学校へ積極的に赴き、実績を積み重ねた。

教師塾・授業づくりサポート事業

住民意向分析

学校教育に対する住民の期待は大きく、教職員の資質向上は、保護者のみならず地域住
民も望むところとなっている。

教育委員会事務局学校教育部

成果指標②

成果指標①

【人件費】
令和４年度に関しては、新型コロナ禍にあっても各学校へ
積極的に訪問した。そのため、結果として１人あたりのコ
ストが下がった。今後も効率的に事業が行えると考えられ
る。
　なお、人件費の増は、学校教育アドバイザーの人数増に
よる。

○

継続

代替事業（有）

教育研修センター

研修会の参加のべ人数

指導主事の学校訪問支援件数

指標名指標名

手段 意図（目的）

・教員の授業、学級経営の充実を図るための自主的研修のサポートを行う。
・各校の共同研究推進のためのサポートを行う。

・授業、学級経営等の基礎的な指導力の向上を図るとともに、教員として必要な実践的指導力を高め
る。
・各校の共同研究が充実するよう、専門的な知識を習得させる。
・指導に課題意識をもつ教員に対してのニーズに応じた支援を行い、指導力を向上させる。

2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針

【事業費】
本事業の中核である教員への指導・支援が、個々の教員の
授業力の質的改善や課題解決に成果を上げている。本市児
童生徒の学力に関する課題を解決していくためにも、今後
も事業の継続を考えている。
　なお、事業費の増は各学校等への訪問回数が増えたこと
による旅費の増による。

成果指標分析結果活動指標分析結果

まちづくり基本指針三次実施計画

国・県支出金

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

児童生徒一人一人の学力や人間性の向上は、教職員の指導力にかかってお
り、今まさに教職員一人一人の資質・能力の向上が強く求められている。
そのため、教職員一人一人の指導力や経験年数に応じたきめ細かな向上策
の策定と支援が必要である。

学校教育アドバイザーの委嘱人数

政策体系

教育基本法、学校教育法、教育職員免許法の一部改正に伴い、教員の指導力
向上・資質向上を図る研修が一層重要となったことに加え、学校の多忙化解
消のために教育研修センターが支援策を講じた。

令和２年度から小学校、令和３年度からは中学校で新学習指導要領が完全実施となり、
新学習指導要領に基づく授業づくりが必要となっている。また、新採用教員の増加に伴
い、経験の少ない教員の授業づくり等のサポートへのニーズが増えてくることが予想さ
れる。保護者・地域社会の教員に対する期待は大きく、それらに対応できる教員の資質
向上が求められている。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.1
大綱（取組）

－

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画
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令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6572

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

校 76 76 76

台 19,536 19,636 3,293 4,207 1,725 221 420 3,052 19,636 3,293

校 16 16 20 20 30 41 35 40 45 50

人 4 2 5 6 6 6

％ 90 93 90 90 90 90 95 95 100 100 90 100

時間 4 2 4 -4 4 1 4 4 4 4 4 4

時間 3 4 3 3 3 6 3 3 3 3 3 3

千円 4,870 15,964 7,830 4,769 4,769 4,769 4,769

千円 4,755 76,445 7,830 4,769 4,769 4,769 4,769

千円 344,683 1,174,545 562,464 359,045 359,045 359,045 359,045

千円 25,459 38,729 32,592 3,319 3,319 3,319 3,319

千円 370,142 1,213,274 595,056 362,364 362,364 362,364 362,364

千円 8,784 332,885

千円 299,400

千円

千円

千円 361,358 580,989 595,056 362,364 362,364 362,364 362,364

千円 370,142 1,213,274 595,056 362,364 362,364 362,364 362,364

実計区分 評価結果 拡充 拡充 拡充 拡充 拡充 拡充

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

3

4

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

○

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

ニーズ（大）ニーズ（小）

ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、タブレット端末の配備などICTに係る環境を整備し、児童生徒の情報活用能力
向上及び授業改善と教員の校務処理時間を削減し働き方改革を推進する事業である。
　令和４年度は、ICT活用方法やハード面のメンテナンスなど幅広くフォローアップするICT支
援員の配置学校数が、前年度と比較して21校増加し、ICT支援員の1日あたり授業支援平均時間
数も増加するなど、各学校の要望に応じたサポートを充実させた。事業費・人件費について
は、前年度に機器整備を前倒しで実施したため令和４年度は減少し、それに伴い単位コストも
減少した。教員の時間外勤務時間は前年度と比較して１か月あたり５時間削減され、「統合型
校務支援システム」の活用による勤務時間削減に一定の効果が表れたと分析できる。
　ICTを正しく安全に活用するスキルや情報活用能力を高める教育が児童生徒に必要とされて
いる、また、教員の時間外労働の削減は児童生徒と向き合う時間の確保及び教員不足解消の一
翼を担うことから、今後も継続して事業を実施する。
　なお、ICTに係る教育は教員のスキルによって教育の質が左右されるため、ICT支援員を効率
的に配置し、教員のスキルを平準化して高めるよう努める必要がある。

継続

継続 二次評価コメント

教授用端末の整備により、児童生徒1人1台端末の活用による主体的・対話的で深い学びを目指す授業実
践の推進や、教師による学びの変革へ向けた積極的な授業改善につなげることができた。また、新型コ
ロナウイルス感染症対策による学年・学級閉鎖、さまざまな事情により通学が困難となっている児童生
徒の学習保障に対しても、オンライン学習環境の整備・充実と併せて活用を図ることで、個別最適化さ
れた学習環境の提供を進めることにもつなげることができた。

代替事業（有）

今まで､児童生徒の1人1台端末の活用による主体的･対話的で深い学びを目指す授業実践
の推進へ向けた｢教授用タブレット端末｣の整備及びさまざまな事情により通学が困難と
なっている児童生徒の学習保障へ向けた｢オンライン学習環境｣の整備･充実を行ってき
た｡さらに､授業におけるICT機器の活用推進のためにICT支援員を市内小学校41校に配置
し､学校における働き方改革へ向けた統合型校務支援システムの正式運用を開始してき
た｡今後は､整備された環境を活用し､これからの社会を生きる子どもたちに必要な資質･
能力を育成するために､そして､子どもたちと向かい合う時間を増やすための教職員の働
き方改革を推進していくために､職員室等のWi-Fi環境整備等さらなる周辺環境の整備を
進めていく必要がある｡また､相当数の教授用タブレット端末や周辺機器､校務支援システ
ムをより使いやすくしていくための維持･管理､体制整備が確実に必要となる｡さらに､児
童生徒の学びの場を保障するために､体育館や空き教室等のWi-Fi環境整備も進めたい｡

代替事業（無）

○

一次評価コメント

【事業費】
国の動向を踏まえ、児童生徒の情報活用能力等の資質・能
力を育成するための教授用・学習者用タブレット端末の整
備や高速通信ネットワークの整備、教職員のICT活用を推
進、サポートするための整備を令和３年度に大規模に実施
したことから、令和4年度は事業費が対前年比で減少し
た。

【人件費】
これまでとは比べ物にならない台数のタブレット端末等の
整備やその環境整備、新たなシステムの導入を実施した令
和３年度に比して、業者や学校との連絡調整、体制整備等
に割いた時間と労力が減少した。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

児童生徒一人一人が思う存分学ぶことのできる教育環境を整備するために、ICT機器の整
備や維持・管理、周辺機器やアプリ等の充実が必要となる。昨年度４月には本県初とな
るGIGAスクール運営支援センターが開設・運用を開始し、学校現場だけでなく児童生徒
の家庭における端末の安定的な運用を支援してきた。ICT活用による学びの変革を進めて
いく上では、更なる端末や周辺機器、教材や消耗品等の整備が必要となる。

今後周辺環境（予測）

教育のDX推進事業

住民意向分析

Society5.0時代を生きる子どもたちは、社会に出てからもコンピュータをはじめとした
ICTを利用して学んでいくこととなる。学校教育の段階からコンピュータを使って学習
し、ICTを正しく安全に活用するスキルを高め、生涯にわたって自ら学び続ける力を身に
付けておくことが必要である。

教育委員会事務局学校教育部 教育研修センター

現状周辺環境

－

指標名

平成１２年度文部科学省策定ミレニアムプロジェクトに基づき、情報教育の
環境整備を進めてきた。

大綱（取組）

手段 意図（目的）

各教科のソフトウェアの充実を図るとともに、パソコン等の活用環境を整える。授業におけるICT機器
の活用を推進するためにICT支援員を各学校に配置する。また、学校における働き方改革に取り組むた
めに統合型校務支援システムを整備する。

各学校の児童生徒がタブレット端末やコンピュータを使い、情報活用能力を高める。授業に効果的に活
用し、授業改善を図る。また、学校における働き方改革を取り組むためにICT機器を整備し、校務処理
時間の削減を図る。

2024年度（令和６年度）

ICT機器を活用して授業ができる教職員の割合

GIGAスクール運営支援センターのスタッフ数

成果指標①

活動指標③

活動指標② ICT支援員の配置学校数

成果指標②

まちづくり基本指針

政策体系

事業開始時周辺環境（背景）

まちづくり基本指針四次実施計画

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

市債

PC及びタブレットの整備台数は、前年度に前倒して整備したので、実績値が計画値よりも大幅に減少して
いる。ICT支援員を市内41校に配置し、授業支援や環境整備を中心に各学校の要望に応じたサポートを
行った。統合型校務支援システムの導入及び本格運用により、デジタル化による校務処理効率の向上をは
じめとした教職員の働き方改革を推進させた。

成果指標分析結果活動指標分析結果

その他

一般財源等

歳入計

受益者負担金（使用料、負担金等）

成果指標③

人件費

単位コスト（総コストから算出）市立学校１校あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

国・県支出金

事業費

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

市立学校１校あたりのコスト

ICT支援員の1日あたりの授業支援平均時数

教員の時間外勤務時間削減（月平均）

歳出計（総事業費）

4.1

まちづくり基本指針七次実施計画

校務用・指導者用・学習者用PC、タブレット端末の整備台数（更新を含む）

市立学校数

活動指標①

対象指標

児童生徒の「1人1台端末」及び市内68校への「高速大容量の通信環境」を
整備した。教員が使用する教授用端末についても、1人1台端末の整備へ向
けて配置した。また、新型コロナウイルス感染症対策に伴う学習保障の観
点より「オンライン学習環境」の整備を行った。学習活動におけるICT機
器の活用を促進するためにICT支援員を市内41校に配置するとともに、学
校における働き方改革を推進するために統合型校務支援システムを導入し
た。

まちづくり基本指針三次実施計画

指標名

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」
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